
1)発生に備えて体制の整備を行 う^

1)行政機関及び事業者等は事業継続計画等を策定する。

2)感染防止等のリスクコミュニケーション (情報提供・共有)

を図る。

3)発生状況、感染拡大状況及び被害状況を把握するサーベイ

ランスの体制を整備する。

4)プレバンデミックワクチン及びバンデミックワクチンの接

種体制を構築する。

5)バンデミックワクチンをできるだけ速やかに製造・供給で

きる体制を幕億する^

6)プレバンデミックワクチンと抗インフルエンザウイルス薬

の備書を進める。

7)医療体制等の整備を行う。

8)家きんにおける鳥インフルエンザの防疲対策を実施する。

フルエンザの発生状況に係る情報収集を行うとともに、調査

研究の充実を図る。

10)鳥 インフルエンザが多発 している国に対 して協力・支援を

行 う。



1)ウイルスの国内侵入をできるだけ阻止する。

1)海外での発生状況に関する継続的な情報収集及び国内外の

関係機関との情報共有を進める。

2)発生国に滞在する在外邦人に対 して必要な情報を速やかに

伝達 し、退避・ 1需国支援等必要な支援を行う。

3)新型インフルエンザ発生地への渡航自粛、航空機・旅客船

の運航自粛等によリウイルス侵入の リスクを軽減する。

4)感染地域からの入国便に対 して検疫を行う空港・海港を集

約するとともに、入国者に対する健康監視・停留等の措置を

強化する。

5)発生国からの外国人の入国を制限するために、査証審査の

厳格化や査証発給の停止の査証措置をとる。

6)国内発生に備え、サーベイランス強化・ 医療体制の整備を

進める。

7)プレバンデミックワクチン機種の検討などを行い、機種が

適切であると判断した場合には医療従事者や社会機能維持に

関わる者に対する機種を開始する。

8)パンデミックワクチンの開発・製造を開始する。

9)問い合わせに対応する相談窓口を設置する等、国民への情

報提供を行う。

10)事業者に対し、職場での感染防止策及び業務の継盤又は自



1)国内での感染拡大をできる限 り抑える。

1)患者に対する感染症指定医療機関等への入院措置及び抗イ

ンフルエンザウイルス薬の投与を行う。

2)積極的疲学調査を行い、接触者に対しては外出自粛とした

上で、抗インフルエンザウイルス薬の予防投与及び健康観察

を行う。

3)地域住民全体への抗インフルエンザウイルス薬の予防投与

や人の移動制限を伴うウイルス封じ込めの可否を判断する。

4)発生 した地域において、学校等の臨時休業、集会・外出の

自粛要請、個人防護の徹底の周知等の公衆衛生対策を実施す

る。

5)バンデミックワクチンの製造を進ある。

6)全国の事業者に対し、不要不急の業務の縮小に向けた取組

や職場での感染防止策を開始するよう要請する。

7)社会機能の維持に関わる事業者に対 し、事業継続に向けた

鎖J除 )
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鯖1除)

(削除 (前段参照))

=波に

1)第二段階までに実施 した対策について評価を行い、次の流

行の波に備えた対策を検討 し、実施する。

Ｅ
Ｕ

′
■



(参考)改定前の行動計画におけるフェーズ分類と発生段階との対応表

フェーズ1、 2A、 2B、 3A、 3B :【前段階】未発生期
フェーズ4A、 6A、 6A      l【第二

「
4●】海外発生期

フェーズ4B            I【 第二段階】国内発生早期
フェーズ5B、 oB         :【第二段階】感染拡大期、ま

:ん砥期、回復期

後バンデミック期          |【 第四卿 小康期

※「A」 国内非発生  「Bl国内発生

ａ
Ｖ

■
■



(表紙 )

新型インフルエンザ対策行動計画以下、発生段階ごとに、目的、対策の考え方、主要 7項目の個別の

対策を記載する。

個々の対策の具体的な実施時期は段階の移行時期とは必ず しも一致

しないことや、当初の予測とは異なる状況が発生する可能性もあるこ

とから、段階はあくまでも目安として、必要な対策を柔軟に実施する。

対策の実施や中止時期の判断の方法については、必要に応 じて、ガイ

ドライン等に定めることとする。

７
′

′
■



未発生期

未発生期

・新型インフルエンザが発生していない状態L
・海外において、鳥等の動物のインフルエンザウイルスが人に感染

する例が散発的に発生しているが、人から人への持続的な感染は

みられていない状況。

目的 :

1)発生に備えて体制の整備を行う。

2)国際的な連携の下に発生の早期確認に努める。

対策の考え方 :

1)新型インフルエンザは、いつ発生するか分からないことから、平

素から警戒を怠らず、本行動計画等を踏まえ、地方公共団体等との
連携を図り、対塵儘劃の構築や」1線の実施、人材の育成等、事前の

準備を推進する。

2)新型インフルエンザが発生した場合の対策等に関し、国民全体で

の認識共有を図るため、継続的な情報提供を行 う。

3)海外での新型インフルエンザ発生多昇期に察知するため、国際的

な連携を図 り、継続的な海外か らの情報収集を行 う。

4)海外での新型インフルエンザ発生を防ぐこと1■つな力くる可能性が

あるため、鳥類等の動物のインフルエンザが多発している国に対

して協力・ 支援を行 う_

【体制の整備及び国・地方公共団体の連携強化】

・ 国における取組体制を整備・強化するために、関係省庁対策会議の

枠組を通じて、初動対応体制の確立や発生時に備えた中央省庁業務

継続計画の策定等を進めるとともに、これら未発生期における対策

渤 僣 未鰤 与″

【国・地方自治体の連携強化と体制の整備】

国における取組体制を整備・強化するために、初動対応体制の確立や

発生時に備えた中央省庁業務継続II回の策定等を進める。(内閣官房、

全省庁)                 ―

前段階 未発生期

(新型インフルエンザが発生していない状態)

目的 :

1)発生に備えて体制の整備を行う。
2)国際的な連携の下に発生の早期確認に努める。



未発生期

の実施状況を定期的にフォローアツプする。(内閣官房、全省庁)

地方公共団体や業界団体等と連携し、新型インフルエンザの発生に

備え、平素からの情報交換、連機体制の確認、訓線を実施する。(内

閣官房、全省庁)

地方公共団体における行動計画、業務継続計画等の策定、新型イン

フルエンザ対策に携わる医療従事者や専門家、行政官等の養成等を

支援する。(厚生労働省、関係省庁)

都道府県等が自衛隊、警察、消防機関、海上保安機関等と連携を進

めるための必要な支援を行う。(厚生労働省、警察庁、消防庁、防衛

省、海上保安庁)

グーど tつι'`

″ ―ベイランス・″期夜業のコヘ移行)

【国際間の連携】
・ 新型インフルエンザの発生時に国際機関や諸外国等と速やかに情報

共有できる体制を整備する。(厚生労働省、農林水産省、文部科学省、

環境省、外務省)

前段階 未髪 彗″

地方自治体と連携し、新型インフルエンザの発生に備え、コ1練を実施

する。(内閣官房、全省庁)

・ 地方自治体における行動計画、業務継続計画等の策定、新型インフル

エンザ対策に携わる医療従事者や専門家の養成等を支援する。(厚生

労働省、関係省庁)

・ 都道府県並びに保健所を設置する市及び特別区 (以下「都道府県等」

という。)が自衛隊、警察、消防機関、海上保安機関等と連携を進め

るための必要な支援を行う。(厚生労働省、警察庁、消防庁、防衛省、

海上保安庁)

【国内で鳥インフルエンザが人に感染した場合の対応L
遠やかに関係省庁対策会議を開催し、情報の集約・共有・分析を行う

とともに、人への感染拡大防止対策に関する措置について協議・決定

する。(内閣官房・関係省庁)

【情報収集】

(略 )

【国際間の連携】

・ 家きん等における高病原性鳥インフルエンザの発生や鳥インフルエ

ンザの人への感染、それらへの対応等の状況について、海外関係機関

等との情報交換を行うとともに、新型インフルエンザの発生時に諸外

ｎ
υ

■
，



未発生期

rト グ,ど 卜感染
=こ

つιl″ とめる。ノ

ワクチンや抗インフルエンザウイルス薬等の備蓄・開発等に関する国

際的な連携・協力体制を構築する。(外務省、厚生労働省、農林水産

省)

医療従事者や専門家、行政官等の人材育成のために、研修員受入、

専門家派遣、現地における研修等を行う。(外務省、厚生労働省、農

林水産省、文部科学省)

rJ―ベイランス・棚 夜婁の石へ移行)

・ 新型インフルエンザの発生を想定した諸外国との共同ヨ‖練を実施す

る。(厚生労働省)     '
, 新型インフルエンザ発生時に、国際機関又は発生国からの要請に応

じて派遣できるよう、疲学、検査、臨床、家畜衛生等からなる海外

派遣専門家チームを編成する。(外務省、厚生労働省、農林水産省)

・ 国際的な連携強化を含む調査研究を充実する。(厚生労働省、農林水

産省、文部科学省、環境省)

・ ウイルス検体の、国際機関 (WHO、 OIE等)を通じた国際的な

共有のあり方を検討する。(外務省、厚生労働省)

″晟″ 沐努生″

国や国際機関と速や力ヽこ情報共有できる体制を整備する。(厚生労働

省、農林水産省、文部科学省、環境省、外務省)

ワクチンや抗インフルエンザウイルス薬等の備蓄・開発等に関する国

際的な連携・協力体制を構築する。(外務省、厚生労働省、農林水産

省)

研究者、医療関係者、動物衛生専門家及び保健担当行政官の人材育成

のために、研修員受入、専門家派遣、現地における研修等を行う。(外

務省、厚生労働省、農林水産省t文部科学省)

海外でのサニベイランスの強化のため、国際機関 (WHO、 OIE等 )

や諸外国と連携する。〈厚生労働省、農林水産省、外務省)

新型インフルエンザの発生に備え、諸外国との共同,1練を実施する。

(厚生労働省)             ・

疲学、検査、臨床、家畜衛生等からなる海外派遣専門家チームを盤盛

L國 製 睡 國 回 堕 四 郵 曼 璽 囮 塵 興 L(外
務省、厚生労働省、農林水産省)

国際的な連携強化を含む調査研究を充実する。(厚生労働省、農林水

産省、文部科学省、環境省)

ウイルス検体の、国際機関 (WHO、 01E等)を通じた国際的な共

有のあり方を検討する。(外務省、厚生労働省)

50



末期 前離 未舷 ″

【情報収集】
1 新型インフルエンザの対策等に関する国内外の情報を収集する。(厚

生労働省、農林水産省、外務省、文部科学省)

> 情報収集源
′ 国際機関 GЮ、01E等、国連食糧農業機関 (FAO))

/ 在外公館
/ 国立感染症研究所 :WHOイ ンフルエンザコラボレーティン

グセンター

/ 国立大学法人北海道大学 :OIEリ ファレンスラボラトリー

/ 独立行政法人動物衛生研究所
′ 地方公共団体
′ 検疲所

【情報収集】

鳥インフルエンザ及び新型インフルエンザに関する国内外の情報を

収集する。(厚生労働省、農林水産省、外務省、文部科学省)

> 情報収集源
/ WHO、 OIE、 国連食糧農業機関 (FAO)
/ 在外公館
/ 国立感染症研究所:WHOイ ンフルエンザコラボレ■ティン

グセンター
/ 国立大学法人北海道大学 :OIEリ ファレンスラボラトリー

/ 独立行政法人動物衛生研究所
/ 地方自治体
/ 検疫所

ζごの″動″国のグ勺

【インフルエンザに関する通常のサーベイランス】
・ 人で毎年冬季に流行する通常のインフルエンザについて、指定届出

機関 (約 5,000の医療機関)において患者発生の動向を調査し、全

目的な流行状況について把握する。また、指定届出機関の中の約 500

【家きんにおける高病原性鳥インフルエンザのサーベイランス】
。 家きん、豚等におけるインフルエンザのサー

^イ
ランスを実施する。

(農林水産省、厚生労働省 )

・ 家きん飼養者等からの異常家きんの早期発見・早期通報を徹底する。

(農林水産省 )

・ 渡り鳥の飛来経路や高病原性鳥インフルエンザウイルス保有状況に

関する調査を実施する。 (環境省 )

【通常のインフルエンザに対するサニベイランス】

人で毎年冬季に流行する通常のインフルエンザについて、約5,000の

医療機関 (指定届出機関)における感染症発生動向調査による患者発

生の動向の週毎の把握を行うとともに、約 51111機関において、ウイル

ｒ
ｕ



未発生期

の医療機関において、ウイルスの亜型や薬剤耐性等を調査 し、流行

しているウイルスの性状について把握する。 (厚生労働省)

インフルエンザによる入院患者及び死亡者の発生動向を調査し、重

症化の状況を把握する。(厚生労働省)

学校等におけるインフルエンザ様症状による欠席者の状況 (学級・

学年閉鎖、休校等)を調査し、インフルエンザの感染拡大を早期に

探知する_(厚生労働省ヽ文部科学省)

・ インフルエンザウイルスに対する抗体の保有状況の調査により、国

民の免疫の状況を把握する。(厚生労働省)

r′ グーど卜感染
=こ

つι
'で

`ま

別途まとめる。ノ

濾 階 拗

スの亜型を検査する病原体サーベイランスを実施する。(厚生労働省)

インフルエンザ流行期におけるインフルエンザ関連死亡者数を把握

する。(厚生労働省)

・ インフルエンザ薬耐性株サーベイランスを実施するとともに、WHOの
ノイラミニダーゼ阻害剤感受性モニターネットワークによる諸外国の情報

収集を実施する。(厚生労働省)

【鳥インフルエンザの人への感染に対するサーベイランス】

・ 鳥インフルエンザ (H5Nl)やその他の鳥インウルエンザ (四類

感染症)の人への感染について、医師からの届出により全数を把握

する。(厚生労働省)

・ 国内における新型インフルエンザ発生を迅速に把握するためtNE
SID(感染症サ=ベイランスシステム)疑い症例調査支援システ

ムによるサーベイランスを実施する。(厚生労働省)

‐ ウイルス株情報を収集するウイルス学的サーベイランスを実施す

る。(厚生労働省)

【新型インフルエンザの国内発生に債えたサーベイランス】

新型インフルエンザ発生時から開始するアウ トブレイクサーベイラ

ンス、バンデミックサーベイランス、予防機種副反応迅速把握システ



″寓階 未発生″

ム、臨床情報共有システムの対象医療機関基準を策定し、都道府県に

選定機関のリスト作成及び豊銀の実施を要請する。(厚生労働省)

【調査研究】

・ 新型インフルエンザの国内発生時に、迅速かつ適切に積極的疫学調

査を実施できるよう、専門家の養成や都道府県等との連携等の体制

整備を図る。(厚生労働省)

・ 通常のインフルエンザ及び新型インフルエンザに関する疲学、臨床、

基礎研究や検疲等の対策の有効性に関する研究を推進し、科学的知

見の集積を図る。(厚生労働省)

【趣続的な情報提供】

・ 新型インフルエンザに関する基本的な情報や発生 した場合の対策に

ついて、各種媒体を利用し、継続的に分かりやすい情報提供を行う。

(厚生労働省.内閣官房 )

・ 手洗い、うがい、咳エチケッ トなど、通常のインフルエンザに対 し

ても実施すべき個人 レベルの感染予防策の普及を図る。 (厚生労働

2

【体制整備】

・ コミュニケーションの体制整備として以下を行う。(厚生労働省、内

閣官房)

新型インフルエンザ発生時に1発生状況に応じた国民への情報提供の

内容 (対策の決定プ白セスや対策の理由、対策の実施主体を明確にす

る)や、媒体 (テ レビや新聞等のマスメディア活用を基本とするが、

都道府県等とメールや電話等を利用して緊急に情報を提供できるシ

ステムを構築する。(厚生労働省)

【情報提供体制の構築】



未努生″

情報の受取手に応じ、利用可能な複数の媒体・機関を活用する)等に

ついて検討を行い、あらかじめ想定できるものについては決定してお

生
> ―元的な情報提供を行うために、情報を集約して分かりやすく継

続的に提供する体制を構築する(広報担当官を中心としたチーム

の設置、コミュニケーション担当者間での適時適切な情報共有方

法の検討等)。

> 常に情報の受取手の反応や必要としている情報を把握し、更なる

.  情報提供に活かす体制を構築する。

> 地域における対策の現場となる地方公共団体や関係機関等とメ

ールや電話を活用して、さらに可能な限り担当者間のホットライ

ンを設け、緊急に情報を提供できる体制を構築する。さらにイン

ターネット等を活用した、リアルタイムかつ双方向の情報共有の

あり方を検討する。

> 新型インフルエンザ発生時に、国民からの相談に応じるため、国

のコールセシターを設置する準備を進めるとともに、都道府県「
市区町村に対し、コールセンターを設置する準備を進めるよう要

請する。

rハ グーどハ感染
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・ 新型インフルエンザの発生段階ごとの国民への情報提供内容や媒体

の検討を行う。また、新型インフルエンザの発生状況等についてメデ

ィア等への十分な説明を行うため、広報担当官を置く。(厚生労働省)

・ 各省庁や関係団体のウェブサイト、Q&Aの作成、各種広報等を通じ、

新型インフルエンザ対策に関する情報提供を行う。また、新型インフ

ルエンザの発生時に備え、国内外のネットワーク等のうち、情報提供

に利用可能な媒体・機関について検討する。(関係省庁)

【鳥インフルエンザ発生等の場合の情幸風提供】

・ 国内で家きん等に高病原性鳥インフルエンザが発生した場合や鳥イン

フルエンザの人への感染が確認された場合、発生した地方自治体と連

携し、発生状況及び対策について、国民に積極的な情報提供を行うし

(厚生労働省、農林水産省、環境省)
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【在外邦人への情報提供】

・ 在外邦人に対し、海外での家きん等における高病原性鳥インフルエン

ザの発生状況や鳥インフルエンザの人への感染状況について情報提

供、感染予防のための注意喚起 (養鶏場や生きた鳥が売られている市

場への立入り自粛等)を行う。(外務省、厚生労働省)

・ 国内の各学校等に対し、鳥インフルエンザの発生国に留学している在

籍者に感染対策についての周知徹底するよう、要請する。(文都科学

生
. 発生国の日本人学校で、家きんを飼養している者に対し、家きんと野

鳥との終触を選けるようヽ周知徹底を行う。(文部科学省)

【家きん。輸入動物における高病原性鳥インフルエンザの防疫対量L
(国内での発生予防 )

・ 家きん疾病小委員会において防疫対策を検討するとともに、高病原性

鳥インフルエンザに関する特定家畜伝染病防疫指針に基づき、対応立

る。(農林水産省 )

・ 高病原性鳥インフルエンザ発生国からの入国者の靴底消毒、車両の消

毒等を実施する。 (農林水産省)

・ 国内飼養家きんの発生予防対策として、農場段階における人や車両の

消毒、野鳥の進入防止対策等の衛生管理の徹底を指導する。 (農林水

産省 )

・ 高病原性鳥インフルエジザが急速に拡大し、迅速なまん延防止措置が

困難となる事態に備えて、緊急接種用の家きん用のワクチンを備蓄t
る。(農林水産省)

・ 高病原性鳥インフルエンザの防疫対策として必要となる資器材 (イ ン

フルエンザ迅速診断キット、マスク等)を確保するとともに、一般国



r_―の行動麟日の′メ
～

r_―の働 脚 り″
～

r_―の行動″日のグ勺

ζこの″勒話回のメ
～

rc―の物 のメリ

rこの″菫″秘コの″ り́

r_の″動昴国の″
～

″慶層 未発生″

民の需要急増が予測される衛生資器材等 (消春薬、マスク等)の生産・

流通・在庫等の状況を把握する仕組みを確立する。(農林水産省、厚

生労働省)

・ 学校・家庭を含めて家きんを飼養している者に対して、家きんと野鳥

との接触を避けるよう、周知徹底を行う。(文部科学省、厚生労働省、

農林水産省)

(国内で発生した場合の対応)

・ 都道府県に対 して、感染家きん等への防疲措置 (患畜等の殺処分、周

辺農場の飼養家きん等の移動制限等)について助言することにより、

感染拡大を防止する。 (農林水産省 )

。 高病原性鳥インフルエンザが急速に拡大 し、迅速なまん延防止措置が

困難となつた場合には、必要に応 じ、家きん用の備蓄ワクチンを使用

する。 (農林水産省 )

・ 殺処分羽数が大規模となる等、緊急に対応する必要があり、都道府県

による対応が困難である等やむを得ないと認められる場合には、都道

府県からの求めに応 じ、自衛隊の部隊等による支援を行う。(防衛省 )

・ 都道府県に対 して、農場の従業員、防疫従事者等の感染防御 (ウイル

ス学的検査、マスク・防護服等の使用、予防接種・抗インフルエンザ

ウイルス薬の予防投与等)について必要な支援及び要請を行う。(農

林水産省、厚生労働省)

・ 家畜伝染病予防法 (昭和 26年法律第 166号)に基づく患畜等に対す

る手当金に加え、互助基金や融資制度により、影響を受けた農家の経

営再開等を支援する。(農林水産省)

・ 発生確認後速や力ヽ こ感染経路究明チームを立ち上げ、感染源・感染経

路に係る調査を開始する。(農林水産省)  ｀

・ 発生情報について、OIEに通報する。(農林水産省)

・ 防疲措置に伴い、防疲実施地域における必要に応じた警戒活動等を行

rc―の働 翅 のグ
～
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【対策実施めための準備】
(個人レベルでの対策の普及)

手洗い、うがい、マスク着用、咳エチケッ ト等の基本的な感染予防

策の普及を図る。また、自らが患者となつた場合の行動についての

理解促進を図る。 (厚生労働省 )

(地域・社会レベルでの対策の周知 )

新型インフルエンザ発生時に実施され得る、患者の濃厚接触者の外

出自粛、学校・保育施設等の臨時休業、集会の自粛等の、国内での

感染拡大をなるべ く抑えるための対策について周知を図る。(厚生労

働省 )

(衛生資器材等の供給体制の整備 )

う。(警察庁)

″段階 未発生期

ペット鳥取扱業者や、動物園等において、濃厚に鳥と接触する飼育者

等に異常が認められた場合には、健康チェック等を行うよう都道府県

に喜譜する^(E生労働省)

(輸入動物対策 )

・ 輸入された鳥が、国内において感染鳥であつたことが判明 した場合に

は、関係する自治体と連携 し、追跡調査等を実施する。必要に応 じて

殺処分等の措置を行う。 (厚生労働省 )

・ 高病原性鳥インフルエンザの発生国からの生きた鳥類、家きん肉等の

輸入を停止する。 (農林水産省、厚生労働省 )

・ 輸入可能な国・地域からの鳥類・家きん肉等の輸入に関しては、高病

原性鳥インフルエンザに係る無病証明等を輸出国衛生証明書により

確認するとともに、家きん 。家きん肉等は検疫を実施 し、侵入を防止

する。(農林水産省、厚生労働省 )

【人への鳥・新型インフルエンザの感染防止策】

衛生資器材等 (消春薬、マスク等)の生産・流通・在庫等の状況を



未発生″

把握する仕組みを確立する。(厚生労働省)

(水際対策)

・ 水際対策関係者のために、インフルエンザに関する基礎的知識の習

得のための研修を行うとともに、個人防饉具、感染対策に必要な資

器材の整備を行う。(関係省庁)

・ 新型インフルエンザの発生に備え、入国者の検疲の強化、検疲飛行

場及び検疫港の集約化、航空機や船舶の運航自粛の要請等の水際対

策の実施に係る体制整備を進める。(関係省庁)。

・ 感染したおそれのある者を停留するための集約海空港の周囲の宿泊

施設の確保を進める。(厚生労働省)

・ 検疲の強化の際に必要となる防疲措置、入国者に対する疫学調査笠

について、検疫所、地方公共団体その他関係機関の連携を強化する。

(厚生労働省 )
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(水際対策)          1        ‐

水際対策関係者のためのマスク、ガウン等の個人防護具、感染対策に

必要な資器材の整備を行う。(関係省庁)

新型インフルエンザの発生に備え、感染したおそれのある者を停留す

るための宿泊施設の確保を進める。(厚生労働省)

検疲所は、鳥インフルエンザ (H5Nl)について、サーモグラフィ

ー等を用いて入国者の体温を計測することにより、有症者の早期発見

に努めるとともに、有症者の対応に必要な備品、検査機器等を十分整

備し、検疲法 (昭和第 26年法律第 201号)に基づく診寮、健康監視、

都道府県知事への通知等水際対策を強化する。(厚生労働省)

(国内で鳥インフルエンザが人に感染した場合の対応)

・ 都道府県等に対し、必要に応じて、疲学、臨床等の専門家チームを派

遣する。(厚生労働省)



未発生期 漱晟階 未″生″

防疫措置に伴い、防疫実施地域における必要に応 じた警戒活動等を位

う。 (警察庁)

鳥インフルエンザ感染が疑われる者 (有症状者)に対 しては、出国自

粛を要請する。 (厚生労働省 )

国内発生情報について、国際保健規則 (:HR)に 基づき、WHOヘ
通報する。 (厚生労働省 )

`酷

蹄 ″ (略 )

【地域医療体制の整備】
・ 医療体制の確保について具体的なマニュアル等を提供するなど、旦杢

医師会等の関係機関と調整し、都道府県等に対し必要な助言等を行うと

ともに、都道府県等の体制整備の進捗状況について定期的にフオロー

アッた わ 。(厚生労働省)

・ 都道府県笠が、原則として、2次医療圏を単位とし、保健所を中心

として、地域医師会、地域薬剤師会、地域の中核的医療機関 (国立

病院機構、大学附属病院、公立病院等)を含む医療機関、薬局、市

区町村、消防等の関係者からなる対策会議を設置 し、地域の関係者

【地域医療体制の整備】

医療体制の確保について具体的なマニュアル等を提供するなど、関係機

関と調整し、都道府県等に対し必要な助言等を行うとともに、都道府県等

の体制整備の進捗状況について定期的にフォローアップを行う。(厚生労

働省)

都道府県が、原則として、2次医療圏を単位とし、保健所を中心とし

て、地域医師会、地域薬斉1師会、国立病院機構や大学病院等を含む医

療機関、薬局、市区町村、消防等の関係者からなる対策会議を設置し、

地域の関係者と密接に連携をとりながら地域の実情に応じた医療体

ｎ
Ｖ

〓
υ



未発生期

と密接に連携をとりながら地域の実情に応じた医療体制の整備を推

進するよう支援する。(厚生労働省、消防庁)

・ 発生時の地域医療体制の確保のために、平素から地域の医療関係者

との間で、発生時の医療提供体制について協議、確認を行うことなど

を、都道府県等の行動計画に具体的な内容を定めておくよう必要な助

言等を行う。また、都道府県等の意見を踏まえ、都道府県等の要請に

応じて対応した場合における被災補償等の医療従事者が不利益を被ら

ない工夫について検討を行う。(厚生労働省)

・ 都道府県等に対し、帰国者・接触者相談センター及び帰国者・接触

者外来の設置の準備や、感染症指定医療機関等での入院患者の受入

豊豊を進めるよう要請する。また、一般の医療機関においても、新

型インフルエンザ患者を診療する場合に備えて、個人防護具の準備

などの院内感染対策等を進めるよう要請する。(厚年労働省)

【国内感染期に備えた医療の確保】
・ 国内感染翔に備え、都道府県等に対し、以下を要請する。(厚生労働

省)

> 全ての医療機関に対して、医療機関の特性や規模に応じた診療継

MII画の作成を要請し、その作成を支援すること。

> 地域の実情に応じ、感染症指定医療機関等のほか、公的医療機関

等 (日立病院機構、国立大学附属病院、公立病院、日赤病院、済

生会病院、労災病院等)で入院患者を優先的に受け入れる体制を

整備すること。

制の整備を推進するよう支援する。

″響階 未発生期

(厚生労働省(消防庁)

・ 都道府県等に対し、発熱外来を行う医療機関等の準備や感染症指定医

療機関等 (感染症指定医療機関及び結核病床を有する医療機関等)の

菫盤を進めるよう要請する。(厚生労働省)

【まん延期の医療の確保】
・ 第二段階のまん延期に備え、都道府県等に対し、次の点について要請

する。(厚生労働省)

> 全ての医療機関に対して、医療機関の特性や規模に応じた壺室
継続計画の作成を要請し、支援すること。また、医療機関にお

ける使用可能な病床数を越墓すること。

> 地域の実情に応じ、感染症指定医療機関等のほか、公的医療機

関等 (公立病院、日赤病院、済生会病院、国立病院、日立大学

附属病院、労災病院等)で入院患者を優先的に受け入れること。

60



未発生″

> 入院治療が必要な新型インフルエンザ患者が増加した場合の医療

機関における使用可能な病床

すること。

> 入院治療が必要な新型インフルエンザの患者が増加し、医療機関

の収容能力を超えた場合に備え、公共施設等で医療を提供するこ

とについて検討を行うこと。

> 地域の医療機能維持の観点から、がん医療や透析医療、産科医療

等の常に必要とされる医療を継続するため、必要に応じて新型イ

ンフルエンザの初診患者の診療を原則として行わないこととする

医療機関の設定を検討すること。

> 社会福祉施設等の入所施設においてt集団感染が発生した場合の

医療提供の方法を検討すること。

・ 大学附属病院に対し、患者対応マニュアルを作成するなど、地域の

医療機関等と連携しながら、新型インフルエンザの発生に備えた準

備を要請する。(文部科学省)

・ 地域感染期においても救急機能を維持するための方策について検討

を進める。また、最初に感染者に接触する可能性のある救急隊員等

搬送従事者のための個人防護具の備蓄を進めるよう各消防本部に要

請するとともに、必要な支援を行う。(消防庁)

【ガイドラインの策定、研修等】
・ 新型インフルエンザの診断、 トリアージを含む治療方針、院内感染

対策、患者の移送等に関するガイドラインの策定を行い、医療機関

前段階 未発生織

> 入院治療が必要な新型インフルエンザの患者が増加し、医療機

関の収容能力を超えた場合に備え、公共施設等で医療を提供す

ることについて検討を行うこと。

> 地域の医療機能維持の観点から、新型インフルエンザ患者に対

応せず、原則として、がん医療や透析医療、産科医療等の常に必

要とされる医療を重立医療機関の設定を検討すること。

> 社会福祉施設等の入所施設において、集団感染が発生した場合

の医療提供の方法を検討すること。

・ 大学附属病院に対し、患者対応マニュアルを作成するなど、地域の医

療機関等と連携しながら、新型インフルエンザの発生に備えた準備を

要請する。(文部科学省)

・ 第二段階のまん延期においても救急機能を維持するための方策につ

いて検討を進める。また、最初に感染者に接触する可能性のある救急

隊員等搬送従事者のための個人防護具の備蓄を進めるよう各消防本

部に要請するとともに、必要な支援を行う。(消防庁)

【ガイドラインの策定、研修等】

・ 新型インフルエンザの診断、トリアージを含む治療方針、院内感染対

策、患者の移送等に関するガイドラインの策定を行い、医療機関に周

α
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未発生期
に周知する。(厚生労働省)

・ 都道府県等と協力し、医療従事者等に対し、国内発生を想定した研

修や訓練を行う。(厚生労働省)

【医療資器材の整備】
・ 国及び都道府県等は、必要となる医療資器材 (個人防護具、人工呼

吸器等)をあらかじめ備蓄・整備する。都道府県等に対し、感染症
指定医療機関等における必要な医療資器材や増床の余地に関して調

査を行つた上、十分な量を確保するよう、要請する。(厚生労働省)

【検査体制の整備】

・ 新型インフルエンザに対する迅速診断キットの開発を促進する。(厚

生労働省)

・ 都道府県等に対し、地方衛生研究所における新型インフルエンザに

対するPCR検査を実施する体制を整備するよう要請し、その技術

的支援を行う。(厚生労働省)

【医療機関等への情報提供体制の整備】

・新型インフルエンザの診断・治療に資する情報等を医療機関及び医療

従事者に迅速に提供するための体制を整備する。(厚生労働省)

仔 グーど /・感染■こつι:α期は ま″ %。ノ

励段階 未発生″
知する。(厚生労働省)

・ 都道府県等と協力し、医療関係者等に対し、国内発生を想定した研修

を行う。(厚生労働省)

【医療資器材め整備】        =
・ 国及び都道府県等は、第二段階のまん延期に備え、必要となる医療資

器材 (個人防護具、人工呼吸器、簡易陰圧装置等)をあらかじめ備蓄・

整備する。都道府県に対し、感染症指定医療機関等における必要な医

療資器材や増床の余地に関して調査を行つた上、十分な量を確保する
よう、要請する。(厚生労働省)

【検査体制の整備】
・ 新型インフルエンザに対する高感度検査キットの開発を促進する。

(厚生労働省)

・ 都道府県等に対し、地方衛生研究所における新型インフルエンザに対

するPCR検査を実施する体制を整備するよう要請する。(厚生労働

省)

【国内で鳥インフルエンザが人に感染した場合の対応】

都道府県等に対し、感染鳥類との接触があり、感染が疑われる患者に

対し、迅速かつ確実な診断を行い、確定診断がされた場合に、陰圧病

０
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未鑑 ″

(医療の項に項目統合)

【抗インフルエンザウイルス薬の科学的知見の収集・分析】

・ 抗インフルエンザウイルス薬の効果や薬剤耐性についての研究や情

報収集を行う。(厚生労働省)

【抗インフルエンザウイルス薬の備蓄】

・ 諸外国における備蓄状況や最新の医学的な知見等を踏まえ、国民の

45%に相当する量を目標として、抗インフルエンザウイルス薬の備

蓄を推進する。(厚生労働省)

・ 新たな抗インフルエンザウイルス薬について、情報収集を行い、全

体の備蓄割合を検討する。(厚生労働省)

肱晟階 未発生″

床の使用等感染対策を講じた上で、抗インフルエンザウイルス薬の投

与等による治療を行うよう、助言する。(厚生労働省)

都道府県等に対し、患者の検体を国立感染症研究所へ送付し、亜型検

査、遺伝子解析等を実施するよう要請する。また、検査方法について、

各地方衛生研究所で実施できるよう情報提供を行う。(厚生労働省)

都道府県等に対し、感染症法に基づく二類感染症である鳥インフルエ

ンザ (H5Nl)の患者 (疑似症患者を含む。)について、入院等の

措置を講ずるよう要請する。(厚生労働省)

積極的疫学調査を実施するとともに、都道府県等に対して、積極的疲

学調査や接触者人の対応 (外出自粛の要請、抗インフルエンザウイル

ス薬の予防投与、有症時の対応指導等)、 死亡例が出た場合の対応 (埋

火葬等)等の実施を要請する。(厚生労働省)

【科学的知見の収集・分析】
・ 国内で流通している抗インフル■ンザウイルス薬の効果や薬剤耐性

についての研究や情報収集を行う。(厚生労働省)

【備蓄】
・ 諸外国における備蓄状況や最新の医学的な知見等を踏まえ、国民の

45%に相当する量を目標として、抗インフルエンザウイルス薬の備蓄

を推進する
`(厚

生労働省)

・ 新たに開発されている抗インフルエンザウイルス薬について上、情報

収集や支援を行い、全体の備蓄割合を検討する。(厚生労働省)

・ 在外公館における抗インフルエンザウイルス薬の備蓄を進める。(外
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未発生期
・ 在外公館における抗インフルエンザウイルス薬の備蓄を進める。(外

務省)

【抗インフルエンザウイルス薬の流通体制の整備】
・ 抗インフルエンザウイルス薬の流通状況を確認し、新型インフルエ

ンザ発生時に円滑に供給される体制を構築するとともに、医療機関

や薬局、医薬品卸売業者に対し、抗インフルエンザウイルス薬の適

正流通を指導する。(厚生労働省)

″晟置 求発生″

務省)

【流通体制の整備】

抗インフルエンザウイルス薬の流通状況を確認し、新型インフルエン

ザ発生時に円滑に供給される体制を構築するととも11、 医療機関二企
業内診療施設を含む。)や薬局、医薬品卸売業者に対し、抗インフル
エンザウイルス薬の適正流通を指導する。(厚生労働省)

【研究開発】

(バンデミックワクチン)

・ 新型インフルエンザ発生後、ワクチン製造用のウイルス株が決定さ

れてから6か月以内に全国民分のパンデミックワクチンを製造する

ことを目指し、細胞培養法など新しいワクチン製造法や、経鼻粘膜

ワクチン等の投与方法等の研究・開発を促進するとともに、生産ラ

インの整備を推進する。(厚生労働省)

(後段へ移行)

【ワクチン確保・供給体制】

(プレバンデミックワクチン)

・パンデミックワクチンの開発・製造には―定の時間がかかるため、そ

れまでの間の対応として、医療従事者及び社会機能の維持に関わる者

に対し、感染対策の一つとして、プレバンデミックワクチンの接種を

【研究開発、製造・備蓄】

(バンデミックワクチン)

, 新型インフルエンザ発生後、ウイルス株が回定されてから6か月以

内に全国民分のバンデミックワクチンを製造することを目指し、細胞

培養法など新しいワクチン製造法や、経鼻粘膜ワクチン等の投与方法

等の研究・開発を促進するとともに、生産ラインの整備を推進する。(厚

生労働省)

.細胞培養等による製造体制が整備されるまでの間、鶏卵によるパンデ

ミックワクチンの製造体制において可能な限りの生産能力の向上を

図る。(厚生労働省)    イ

(プレバンデミックワクチン)

・パンデミックワクチンの開発・製造には一定の時間がかかるため、そ

れまでの間の対応として、医療従事者及び社会機能の維持に関わる者

に対し、感染対策の一つとして、プレバンデミックワクチンの機種を



未舷 ″

行うこととし、その原液の製造・備蓄を進める。(厚生労働省)

(削除 (行動計画には記載しない。))

> ウイルスの遺伝子構造の変異等に伴い、新しい分離ウイルス株

の入手状況に応じてワクチン製造用候補株の見直しを逐次検討

し、その結果に即して製造を行うとともに、プレパンデミツク

ワクテン製造に必要な新しい分離ウイルス株の弱毒化やこれに

関連する品質管理等を国内で実施する体制の充実を図る。

(削除)

> プレパンデミックワクチンについて、新型インフルエンザの発

生後、迅速な機種が行えるよう、必要量をあらかじめ製剤化し

た形で備蓄する。

(バンデミックワクチン)

・ 細胞培養法等による製造体制が整備されるまでの間、鶏卵によるパ

ンデミックワクチンの製造体制において可能な限りの生産能力の向

上を図る。(厚生労働省)

・ パンデミックワクチンの審査のあり方について検討を行う。(厚生労

働省)

・ 全国民分のパンデミツクワクチンを円滑に流通できる体制を構築す

前段階 未発生期

行うこととし、その原液の製造・備蓄を進める。(厚生労働省)

ウイルスの遺伝子構造の変異等に伴い、新 しい分離ウイルス株

の入手状況に応 じてワクチン製造用候補株の見直 しを逐次検

討 し、その結果に即 して製造を行うとともに、プレバンデミッ

クワクチン製造に必要な新 しい分離ウイルス株の弱毒化やこ

れに関連する品質管理等を国内で実施する体制の充実を図る。

ワクチン製造に必要な鶏卵等の確保など、プレバンデミックワ

クチンの製造に係る準備作業を進める。

(新規)

(前段に記載)

(続 )

(新規)

プレバン

平成 18年度 原液約 1000万人分備蓄 (ベ トナム株/イ ンドネシ

ア株)

平成19年度 原液約 1000万人分備蓄  (中国・安徹株)



未発生期

る。(厚生労働省)

細胞培養法等の新しい製造法が開発され、全国民分のパンデミック

ワクチンを国内で速やかに確保することが可能となるまでは、輸入

ワクチンの確保の基本的考え方とそのプロセスについて定めてお

く。(厚生労働省)

【プレバンデミックワクチンの事前接種】

(後段へ移行)

【接種体制の構築】
(プレバンデミックワクチン)

(肖1除 )

プレバンデミックワクチンの接種の対象となる医療従事者及び社会

機能の維持に関わる者の具体的な範囲や接種順位に係る考え方を王

素から整理しておく。プレバンデミックワクチンの接種が必要な者

の数を把握する。(厚生労働省、関係省庁)

都道府県等や業界団体と協議して、機種の役割分担 (実施主体、費

用負担等)、 接種の枠組を策定し、予防接種法における法的位置づけ

を明確にするなど、発生時にプレバンデミックワクチンを速や力ヽ こ

機種する体制を構築する。(厚生労働省、総務省、関係省庁)

前段階 未発生期

(新規)

【プレバンデミックワクチンの事前接種】

(略 )

【接種体制の構築】

・ 都道府県・市区町村等と協力して、プレパンデミックワクチン及びパ

ンデミックワクチンの接種体制を構築する。(厚生労働省、総務省、

関係省庁)

ワクチンの接種が円滑に行われるよう、国民的な議論を踏まえ、都道

府県や業界団体の協力を得て、接種の対象者や順位を明らかにする。

(厚生労働省、関係省庁)

>プ レバンデミックワクチンの接種の対象となる医療従事者及び

社会機能の維持に関わる者の具体的な範囲や接種順位を策定す

る。

>プ レパンデミックワクチンの接種が必要な者の数を把握する。
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未発生期

(パ ンデミックワクチン)

全国民に対し、速や力ヽ こバンデミックワクチンを接種可能な体制を

構築する。(厚生労働省、総務省、関係省庁)

> 新型インフルエンザの病原性が高く、感染力が強い場合、公費で

集団的な接種を行うことを基本として、都道府県等と協議して、

接種の役割分担 (実施主体、費用負担等)、 集団的な接種の実施

基準等の機種の枠組を策定し、予防接種法における法的位置づけ

を明確にする。
> 機種の実施主体が、医師会、事業者、学校関係者等と協力し、接

種に携わる医療従事者等や、接種の場所、接種の周知・予約方法

等、機種の具体的な実施方法について策定できるよう、接種体制

の具体的なモデルを示すなど、技術的な支援を行う。

 ヽ 新型インフルエンザ発生後の状況を想定した上で、状況に応じて

バンデミックワクチンの接種順位を決定する際の基本的な考え

方を策定する。

【情報提供】

上 新型インフルエンザ対策におけるワクチンの役割や、供給体制・

接種体制、接種対象者や接種順位のあり方といつた基本的な情報に

ついて情報提供を行い、国民の理解促進を図る。(厚生労働省)

【プレバンデミックワクチンの事前接種】

・ プレバンデミックワクチンの有効性・安全性に関する臨床研究等を

実施し、得られた結果の評価等に基づき、発生時に即時に第一線で対

応する医療従事者及び社会機能の維持に関わる者に対し、プレバンデ

ミックワクチンを新型インフルエンザの未発生期の段階で事前接種

"段
階 未発生期

全国民を対象としたバンデミックワクチンの接種順位を検討す

る。

【プレバンデミックワクチンの事前接種】

プレバンデミックワクチンの有効性・安全性に関する臨床研究等を

実施し、得られた結果の評価等に基づき、医療従事者及び社会機能の

維持に関わる者に対し、プレバンデミックワクチンを新型インフルエ

ンザの発生前に接種することについて検討を行う。さらに、安全性等

７
′

公
υ



求発生″

することについて検討を行う。さらに、安全性等の評価を踏まえ、プ

レパンデミックワクテンの皇血接種を段階的に拡大していくことに

ついても検討を行う。(厚生労働省)

事前機種の検討結果を踏まえ、事前接種を実施する場合は、接種対

象者や接種の枠組等を整理し、適切に対応する。(厚生労働省)

(「コミユニケーション」の項 (前段)へ移行 )

【事業継続計画の策定促進】
・ 事業者に対し、新型インフルエンザの発生に備え、職場における盛

染予防策、重要業務の継続や一菫の業務の縮小について計画を策定

する等十分な事前の準備を行うよう要請するとともに、その準備状

況を定期的に確認する。特に社会機能の維持に関わる事業者による

事業継続計画の策定を支援する。(関係省庁)

・ 社会機能の維持に関わる事業者の事業継続を支援する観点から、新

型インフルエンザの発生時において弾力的に運用することが必要な

法令について、具体的な対応方針を検討する。(関係省庁)

【物資供給の要請等】
・ 地方公共団体と連携し、発生時における医薬品、食料品等の緊急物

資の流通や運送の確保のため、製造・販売事業者、運送事業者等に対

″段階 未発生期

の評価を踏まえ、プレバンデミックワクチンの接種を段階的に拡大し

ていくことについても検討を行う。(厚生労働省)

【情報提供体制の構築】

(略 )

【事業継続計画の策定促進】

事業者に対し、新型インフルエンザの発生に備え、職場における盛圭
防止策、重要業務の継続ゃ不要不急の業務の縮Jヽこついて計画を策定

する等十分な事前の準備を行うよう要請する。特に社会機能の維持に

関わる事業者による事業継続計画の策定を支援する。(関係省庁)
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未発生期

し、緊急物資の流通や運送等を実施する体制の整

―

前段階 未発生″

【社会的弱者への生活支援】
・ 市区町村に対し、第二段階のまん延期における在宅の高齢者、障害者

笙への生活支援 (克画り、介護、訪間看護、訪間診療、食事提供等)、

搬送、死亡時の対応等について、対象世帯の把握とともにその具体的

壬続を検討するよう要請する。(厚生労働省)

【火葬能力等の把握】
・ 都道府県に対し、火葬場の火葬能力及び二時的に遺体を安置できる

施設等についての把握・検討を行つておくよう要請する。(厚生労働

省)

省庁 )

【社会的弱者への生活支援】
・ 市区町村に対し、地域感染期における高齢者、障害者等の社会的弱

童への生活支援 (見回り、介護、訪問看護、訪間診療、食事提供等)、

搬送、死亡時の対応等について、対象世帯の把握とともにその具体

的手続きを決めておくよう要請する。(厚生労働省)

【火葬能力等の把握】
・ 都道府県に対し、市区町村と連携し、火葬場の火葬能力及び一時的

に遺体を安置できる施設等についての把握・検討を行い、火葬体制

を整備しておくよう要請する。(厚生労働省)

Ａ
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改定案

′″タス発生期

海外発生期

二海外で新型インフルエンザが発生 した状態L
・国内では新型インフルエンザの患者は発生 していない状態。

・海外においては、発生回・地域が限定的な場合、流行が複数の国・

1)ウイルスの国内侵入をできるだけ遅 らせ、国内発生の遅延と早期

ー

12)国内発生に備えて体制の整備を行う。

対策の考え方 :

1)新たに発生 したウイルスの病原性や感染力等について十分な情報

がない可能性が高いが、その場旬 ま、病原性・感染力等が高い場合

にも対応できるよう、強力な措置をとる。

2)対策の判断に役立てるため、国際的な連携の下で、海外での発生

状況、ウイルスの特徴等に関する積極的な情報収集を行う。

ス 情報収集体制を強化する。
4)海外での発生状況について注意喚起するとともに、国内発生に備

え、国内発生 した場合の対策について的確な情報提供を行い、地方

公共団体、医療機関、事業者、国民に準備を促す。

5)検疫等により、国内発生をできるた 十ヽ最らせるよう努め、その間

に、医療機関等への情報提供、検査体制の整備、診療体制の確立、

社会機能維持のための準備、プレパンデミックワクチンの製剤化・

接種、パンデミックワクチンの製造開始等、回埜塵望塾J量壺壼墜型

整備を急ぐ。

第一晟″ 落タバ発生期

2)国内発生に備えて体制の整備を行う。

第一段階 海外発生期

二海外で新型インフルエンザが発生した状態)

（
）

マ
′



カグ努生″

【政府の体制強化】
・ 海外において新型インフルエンザが発生した疑いがある場合には、

内閣危機管理監が関係省庁と緊急協議を行い、内閣総理大臣に報告

するとともに、速やかに関係省庁対策会議を開催し、情報の集約・

共有・分析を行うとともに、政府の初動対処方針について協議・決

定する。(内閣官房、全省庁)

・ WHOが フェーズ4の宣言を行つた場合には、内閣総理大臣及び全

ての国務大臣からなる政府対策本部を設置し、水際対策等の初動の

基本的対処方針について協議・決定する。(内閣官房、全省庁)

・ WHOが フェーズ4の宣首を行つていない場合であつても、海外に

おいて新型インフルエンザが発生した疑いが強く、政府としての対

策を総合的かつ強力に推進する必要があると判断される場合には、

必要に応じ、内閣総理大臣が主宰し、全ての国務大臣が出席する「新

型インフルエンザ対策関係閣僚会議」を開催し、水際対策等の2塾
の基本的対処方針について協議・決定する。(内閣官房、全省庁)

・ 政府対策本部は、ウイルスの特性、感染拡大の状況等に応じ、専門

家の意見を踏まえ、更なる基本的対処方針を決定する。(内閣官房、

全省庁)    ′

【国際間の連携】

(肖1除 )

【政府の体制強化】

・ 海外において新型インフルエンザが発生した疑いがある場合には、内

閣危機管理監が関係省庁と緊急協議を行い、内閣総理大臣に報告する

とともに、速や力ヽこ「新型インフルエンザ及び鳥インフルエンザに関

する関係省庁対策会議」を開催し、情報の集約・共有・分析を行うと

ともに、政府の初動対処方針について協議・決定する。(内閣官房、

全省庁)

,WHOが フェーズ4の宣言を行つた場合には、内閣総理大臣及び全て

の国務大臣からなる「新型インフルエンザ対策本部」を設置し、水際

対策等の初動対処方針について協議・決定する。(内閣官房、全省庁)

・ wHOがフェーズ4の宣言を行つていない場合であつても、海外にお

いて新型インフルエンザが発生した疑いが強く、政府としての対策を

総合的かつ強力に推進する必要があると半1断される場合には、必要に

応じ、内閣総理大臣が主宰し、全ての国務大臣が出席する「新型イン

フルエンザ対策関係閣僚会議」を開催し、水際対策等の初動対処方針

について協議・決定する。(内閣官房、全省庁)

・ 新型インフルエンザ対策本部は、諮問委員会の意見を踏まえ、水際対

策等に関する基本的対処方針を決定する。(内閣官房、全省庁)

【国際間の連携】
,新型インフルエンザ等の発生状況について、国際機関等を通じて必要



カグ発生″

・ 国際機関又は発生国からの要請に応じ、未発生期に編成した海外派遣

専門家チニムの派遣を検討するし(外務省、厚生労働省、農林水産省)

・ 発生国に対しWHOが行う支援への協力を行う。(厚生労働省、外務

省、関係省庁)

(削除)

第=″ カ リ勇整 ″

な情報を収集するとともに、発生国からの情報収集を強化する。(厚

生労働省、外務省、文部科学省)

> WHOコ ラボレーションセンター等との情報共有、協

力

> ウイルス株の同定・解析に関する協力 |
> 当該ウイルス株の入手

> 症例定義の見直し・決定  .
国際機関又は発生国からの要請に応じ、未発生期に編成した皇巴室二
―ムの派遣を検討する。(外務省、厚生労働省、農林水産省)

発生国に対しWHOが行う封じ込めへの協力を行う。(厚生労働省、

外務省、関係省庁)

国際的な連携強化を含む調査研究を強化する。特にワクチンや抗イン

フルエンザウイルス薬の開発等に関する連携・協力体制を構築する。

(厚生労働省、文部科学省、関係省庁)

【国際的な連機による情報収集等】

・ 海外での新型インフルエンザの発生状況について、国際機関 (WHO、

01E等)等を通じて必要な情報を収集するとともに、発生国からの情

報収集を強化する。(厚生労働省、外務省、文部科学省)

> ウイルス株に関する情報

> 疲学情報 (症状、症例定義、致死率等)

> 治療法に関する情報 (抗インフルエンザウイルス薬の有効性等)

０

４
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カタメ発生″
・ 国際的な連携強化を含む調査研究を強化する。特にワクチンや抗イ

ンフルエンザウイルス薬の開発等に関する連携・協力体制を構築す

る_(厚生労働省ヽ文部科学省、関係省庁)

【国内サーベイランスの強化等】
・ 引き続き、インフルエンザに関する通常のサーベイランスを実施す

る。(厚生労働省)

(削除)

国内における新型インフルエンザ患者を早期に発見し、新型インフ

ルエンザの特徴の分析を行うため、全ての医師に新型インフルエン

ザ患者の届出を求め、全数IE握を開始する。・ (厚生労働省)

新型インフルエンザ患者の臨床像を把握するため、入院患者の全数

把握を開始する。(厚生労働省)

感染拡大を早期に探知するため、学校等でのインフルエンザの集団

楽 ― 譴 海 外 発 蝉

【疑い症例調査支援システムによるサーベイランス等】

引き続きt疑い症例調査支援システムによるサーベイランス、ウイル

ス学的サ=ベイランスを実施する。

【新型インフルエンザの国内発生に備えたサーベイランス】

感染のみられた集団 (ク ラスター)を早期発見するために、アウ ト

ブレイクサーベイランスを開始する。(厚生労働省 )

症候群情報の集積により患者の発生を早期に探知するため、パンデ

ミックサーベイランスを開始する_(厚生労働省 )

【予防接種副反応迅速把握システム】

' プレパンデミックワクチンの予防機種が開始された段階において、

予防接種の副反応について リアルタイムに把握するため、予防接種

副反応迅速把握システムを開始する。 (厚生労働省 )

創感染症法第 12条
り
０

「
′



落外労生″

発生の把握を強化する。(厚生労働省、文部科学省)

【調査研究】
・ 新型インフルエンザウイルス株を入手した段階で、国民の各年齢層

等における抗体の保有状況の調査を行うなど、対策に必要な調査研

究と分析を速や力ヽ こ行い、その成果を対策に反映させる。(厚生労働

【情報提供】

国民に対して、海外での発生状況、現在の対策、国内発生した場合

に必要となる対策等を、対策の決定プロセス、対策の理由、対策の

実施主体を明確にしながら、テレビ、新聞等のマスメディアの活用

を基本としつつ、関係省庁のホームページ等の複数の媒体・機関を

活用し、詳細に分かりやすく、できる限リリアルタイムで情報提供

し、注意喚起を行う。(関係省庁)

【コールセンターの設置】

Q&A等を作成するとともに国のコールセンターを設置する。(厚生

労働省)

都道府県・市区町村に対し、Q&A等を配布した上、住民からの一

般的な問い合わせに対応できるコールセンターを設置し、適切な情

報提供を行うよう要請する。(厚生労働省)

国民からコールセンター等に寄せられる問い合わせ、地方公共団体

や関係機関等から寄せられる情報の内容を踏まえて、国民や関係機

関がどのような情報を必要としているかを把握し、再度の情報提供

【情報提供】

・ 各国の発生状況等を詳細に情報提供し、国民への注意喚起を行う。ま

た、関係省庁のホームページの内容等について随時更新する。(関係

省庁)

・ メディア等に対し、適宜、広報担当官から、海外の発生・対応状況に

ついて情報提供を行う。(厚生労働省)|

【相談窓口の設置】

・ 都道府県に対し、Q&A等を配布した上、住民からの一般的な問い合

わせに対応できる窓口を本庁又は保健所に設置し、適切な情報提供が

できるよう要請する。(厚生労働省)

・ 国民からの相談に応じるため、コールセンターを設置する。(厚生労

働省)

全



…笙』塑望望二≦厚生労働省)

【情報共有】

・ 地方公共団体や関係機関等とのインターネット等を活用したリアル

タイムかつ双方向の情報共有を行う。(厚生労働省)

【相談窓口の設置】

(前段に移行 (略))

″=』僣 力″J踏″

【相談窓日の設置】

(前段に移行 (略))

【国内での感染拡大臨上策の準備】

・ 国内における新型インフルエンザ患者の発生に備え、都道府県等に

対し、以下を要請する。(厚生労働省)

> 患者への対応 (治療・隔離)や患者の濃厚接触者への対応 (外出

自粛要請、健康観察の実施、有症時の対応指導等)の準備を進め

ること:

> 検疲所から提供される入国者等に関する情報を有効に活用する

こと。

【感染症危険情報の発出等】

・ 新型インフルエンザの発生が疑われる場合には、WHOの フエーズ

4の宣言前であつても、感染症危険情報を発出し、不要不急の渡航

延期や退避の可能性の検討を勧告する。(外務省)

・ WHOが フェーズ4を宣言した等、海外での新型インフルエンザの

発生が確認された場合、感染症危険情報を発出し、渡航の延期を勧

告するとともに、在外邦人に対し、今後出国できなくなる可能性や

【感染症危険情報の発出等】

・ 新型インフルエンザの発生が疑われる場合には、WHOのフェーズ4

の宣言前であつても、感染症危険情報を発出し、不要不急の渡航延期

や退避の可能性の検討を勧告する。(外務省)

・ WHOがフェーズ4を宣言した等、新型インフルエンザの発生が確認

された場合、感染症危険情報を発出し、渡航の延期を勧告するととも

に、在外邦人に対し、今後出国できなくなる可能性や現地で十分な医

75
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現地で十分な医療を受けられなくなる可能性、帰国に際し停留され

る可能性について情報提供を行う。(外務省)

. 検疫所は、関係機関と協力して、海外への渡航者に対し、新型イン

フルエンザの発生状況や個人がとるべき対応に関する情報提供及び

注意喚起を行う。(厚生労働省)

, 事業者に対し、発生回への出張を避けるよう要請する。また、海外

駐在員や海外出張者がいる事業者に対しては、関係省庁や現地政府

からの情報収集を行いつつ、速やかに帰国させるよう要請する。(関

係省庁)

【水際対策】

(発生疑いの場合の対策開始)

新型インフルエンザの発生が疑われる場合には、WHOの フェーズ

4の宣言前であっても、質問票の配布等、検疫の強化により入国時

の患者の発見に努めるなど、水際対策を開始する。 (関係省庁)

(検疲の強化)

検疫の強化については、新型インフルエンザウイルスの病原性や盛

染力、海外の状況等、当該時点で得られる情報を勘案して合理的な措

置を行う。なお、追加された情報や状況の変化等により、合理性が認

められなくなった場合には、措置を縮小する。(関係省庁)

> 検疲所においては、全入国者に対して航空・船舶会社等の協力を

得ながら、入国後に発症した場合の留意事項を記載した健康カー

ドを配布する。また、発生国からの入国者に対し、質問票の配布

桑―離 着″劣生″

療を受けられなくなる可能性、帰国に際し停留される可能性について

情報提供を行う。(外務省)

事業者に対し、発生国への出張を避けるよう要請する。また、海外駐

在員や海外出張者がいる事業者に対しては、関係省庁や現地政府から

の情報収集を行いつつ、速やかに帰国させるよう要請する。(関係省

庁)

【水際対策】

(検疫体制の強化)

76



海外発生親
″及び診察23等 を実施し、有症者の隔m24ゃ感染したおそれのある

者の停留・ ・健康監421等を行う。停留・健康監視等の対象とな

る者の範囲については、科学的知見を踏まえ決定する。質問票等

により得られた情報は、必要に応じて地方公共団体に提供する。

(厚生労働省)

停留を実施する場合には、厚生労働省の要請に基づき関係省庁間

で協議を行い、海外における発生状況、航空機・船舶の運航状況

等に応じて、国内検疫実施場所を指定し、集約化を図ることを検

討する。 (厚生労働省、国土交通省)

/旅客機等については成田、羽田、関西、中部及び福岡空港で、

貨物専用機については検疲飛行場での対応を検討する。

/客船については横浜港、神戸港、関門港及び博多港で対応す

る。
/貨物船については、検疫集約港以外の検疫港においても対応す

る。ただし、その積載物等により検疫港に入港することが困難

である場合には、感染拡大のおそれに留意しつつ、別途関係省

庁において対応を検討するものとする。

航空機・船舶の長から、検疲所に対して発熱、咳など、健康状態

に何らかの異状を呈している者が乗つているとの到着前の通報

があつた場合には、機内又は船内における有症者対策 (隔離、マ

第一段階 毎外発螂

厚生労働省は、関係省庁と協議の上、発生国から来航する航空機・船

舶について、検疲法に基づき、その状況に応じて事前に国内検疫実施

場所を指定し、集約化を図ることを検討する。 (厚生労働省、国土交

通省)

・ 旅客機等については成田、関西、中部及び福岡空港で、貨物専用

機については検疫飛行場での対応を検討する。

・ 客船については横浜港、神戸港及び関門港等で対応する。

・ 貨物船については、検疫集約港以外の検疫港においても対応する。

ただし、その積載物等により検疲港に入港することが困難である場

合には、感染拡大のおそれに留意しつつ、別途関係省庁において対

応を検討するものとする。

航空機・船舶の長から、検疫所に対して発熱、咳など、健康状態に何

らかの異状を呈している者が乗つているとの到着前の通報があつた

場合には、機内又は船内における有症者対策 (有症者の隔離、マスク

2検疲法第 12条
a検疲法第 13条
24検疲法第 14条第 1項第 1号
25検疲法第 14条第 1項第 2号

“
検疫法第 18条第 4項、感染症法第 15条の 3

７
′

■
′



着″発生″

スクの着用、有症者へ接触する者の限定等)について、航空・船

舶会社を通 じ、対応を指示する。(厚生労働省)

(肖1除 )

(肖J除 )

(肖1除 )

(健康監視の記載は前段へ移行 )

発生国から第二国経由で入国する者に対し、航空・船舶会社等の

協力を得ながら、検疫法に基づく質問票の配付や旅券の出国証印

の確認を実施するなど、発生国での滞在の有無を把握し、検疫の

効果を高める。(厚生労働省、法務省、国土交通省)

検疲の強化に伴い、検疲所、地方公共団体その他関係機関⊇連盤

二強化する。(厚生労働省、関係省庁)

盤量の強化に伴い、検疫実施空港・港及びその周辺において必要

に応じた警戒活動等を行う。(警察庁・海上保安庁)

嘉―離 海外発蟻
の着用、客室乗務員の特定等)について、航空・船舶会社を通じ、対

応を指示する。(厚生労働省)

検疲所は、発生国からの入国者に対し、■間票の配付及び診察等によ

り、新型インフルエンザに感染している可能性に応じた振り分けを行

い、次の措置を行う。(厚生労働省)

>有症者について、疲学的情報等を勘案し、新型インフルエンザに感

染している可能性がある場合には、検体の採取を行い、原則として

検疫所にてPCR検査を実施するとともに、隔離措置を行う。

>濃厚接触者については、停留施設等において検疲所長が定める期間

内の停留を行う。

>同乗者及び発生国からの入国者については、健康監視を実施する。

発生国から第二国経由で入国する者に対し、航空・船舶会社等の協力

を得ながら、検疲法に基づく質問票の配付や旅券の出国証印の確認を

実施するなど、発生国での滞在の有無を把握し、検疲の効果を高める。

(厚生労働省、法務省、国土交通省)

我が国に来航する航空機・船舶から、インフルエンザ様症状を有する

患者や死者がいるとの連絡を受けた場合に備え、防疲措置、疲学調査、

隔離・停留等について、1検疫所、地方自治体その他関係機関との連携

を確認・強化する。(厚生労働省、関係省庁)

検疲体制の強化に伴い、検疲実施空港・港及びその周辺において必要

に応じた警戒活動等を行う。(警察庁・海上保安庁)



方外努生″

(外国人の入国制限)

・ 発生国の在外公館において査証発給を行う際、査証審査の厳格化や

査証発給の停止等の査証措置を行う。(外務省)

・ 入国審査や税関において、新型インフルエンザに感染している者又

は感染している可能性のある者を発見した場合、直ちに検疫所に通

報し指示を仰ぎ、検疫手続に差し戻す。(法務省、財務省)

(密入国者対策)

・ 発生国からの密入国が予想される場合、取締機関相互の連携を強化

するとともに、密入国者の中に感染者又は感染の疑いのある者がい

るとの情報を入手し、又は認めたときは、検疫所等との協力を確保

しつつ、必要な感染防止策を講じた上、所要の手続をとる。(法務省、

警察庁、海上保安庁)

・ 発生国から到着する航空機・船舶に対する立入検査、すり抜けの防

止対策、出入国審査場や トランジットエリアのパ トロール等の監視

取締りの強化を行う。(法務省、警察庁、海上保安庁)

・ 感染者の密入国を防止するため、沿岸部及び海上におけるパ トロー

ル等の警戒活動を強化する。(警察庁、海上保安庁)

(水際対策関係者の感染防止策)

・ 水際対策関係者について、プレバンデミックワクチンの接種のほか、

個人防護具の着用、患者からウイルスの曝露を受けた場合の抗イン

フルエンザウイルス薬わ予防投与等の感染防止策を講じる。(関係省
庁 )

″一月僣 力外J踏″

(外国人の入国制限)

・ 発生国の在外公館において査証発給を行う際、査証審査の厳格化や査

証発給の停止等の査証措置を行う。(外務省)

・ 入国審査や税関において、新型インフルエンザに感染している者又は

感染している可能性のある者を発見した場合、直ちに検疫所に通報し

指示を仰ぎ、検疲手続に差し戻す。(法務省、財務省)

(密入国者対策)

・ 発生国からの密入国が予想される場合、取締機関相互の連携を強化す

るとともに、密入国者の中に感染者又は感染の疑いのある者がいると

の情報を入手し、又は認めたときは、検疫所等との協力を確保しつつ、

必要な感染防止策を講じた上、所要の手続をとる。(法務省、警察庁、

海上保安庁)

・ 発生国から到着する航空機・船舶に対する立入検査、すり抜けの防止

対策、出入国審査場やトランジットエリアのパ トロール等の監視取締

りの強化を行う。(法務省、警察庁、海上保安庁)

・ 感染者の密入国を防止するため、沿岸部及び海上におけるパ トロール

等の警戒活動を強化する。(警察庁、海上保安庁)

(水際対策関係者の感染防止策)

・ 水際対策関係者について、プレパンデミックワクチンの接種のほか、

個人防護具の着用、感染曝露後の抗インフルエンザウイルス薬の予防

投与等の感染防止策を講じる。(関係省庁)



薦″発生″

(航空機等の運航自粛要請)

・ 発生国における地域封じ込め、WHOに よる発生国又はその地域ヘ

の運航自粛勧告がなされた場合等、新型インフルエンザの国内への

優入を防止するため必要と考えられる場合には、厚生労働省の要請

に基づき関係省庁間で協議を行い、国際的な整合性等に配慮しつっ、

航空会社や船舶会社に対し、発生地域から来航又は発航する航空

機・旅客船の運航自粛等を要請する。(国土交通省、厚生労働省、外

務省)

【在外邦人支援】
・ 発生国に滞在・留学する邦人に対し、直接または国内の各学校等を

通じ、感染予防のための注意喚起を行うとともに、発生国において

感染が疑われた場合の対応等について周知する。(外務省、文部科学

省、関係省庁)

・ 帰国を希望する在外邦人については、可能な限り定期航空便等の運
1航が行われている間の帰国が図られるよう、関係各国とも連携の上、

定期便の運行情報の提供や、増便が必要な場合の航空会社への依頼

等必要な支援を行う。(外務省、国土交通省)

・ 定期航空便等の運行停止後、在外邦人について、発生国の状況を踏

まえ、帰国に際しては検疫が強化されていることに留意しつつ、直

ちに代替的帰国手段の検討を行い、対処方針を決定する。(外務省、

厚生労働省、国土交通省、防衛省、海上保安庁)

(削除)

(航空機等の運航自粛要請)

第¬晟僣 カグ発生″

・ 新型インフルエンザの国内への侵入を防止するため必要と考えられ

る場合には、厚生労働省の要請に基づき関係省庁間で協議を行つた

上二国際的な整合性等に配慮しつつ、航空会社や船舶会社に対し、発

生地域から来航又は発航する航空機・旅客船の運航自粛等を要請す

る。(国土交通省、厚生労働省、外務省)

【在外邦人支援】

発生国に滞在する邦人に対し、感染予防のための注意喚起を行うとと

もに、発生国において感染が疑われた場合の対応等について周知す

る。(外務省)

・ 定期航空便等の運行停止後、在外邦人について、発生国の状況を踏ま

え、国内への受入体制 (検疲、停留場所等)に留意しつつ、直ちに代

替的帰国手段の検討を行い、対処方針を決定する。(外務省、厚生労

働省、国土交通省、防衛省、海上保安庁)

。 国内の各学校等に対し、新型インフルエンザの発生国に留学してい

る在籍者に感染対策を周知徹底するよう要請する。(文部科学省)

ｎ
ｖ
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力が発生″

・ 感染 した又は感染 したおそれがある在外邦人に対 しては、必要に応 じ、

在外公館備蓄分の抗インフルエンザウイルス薬の授与等を検討する。

(外務省:関係省庁 )

【新型インフルエンザの症例定義】
・ 新型インフルエンザの症例定義を明確にし、随時修正を行い、関係

機関に周知する。(厚生労働省)

【医療体制の整備】

・ 都道府県等に対し、以下を要請する。(厚生労働省)

> 発生国からの帰国者やその濃厚接触者であつて、発熱・呼吸器症

状等を有する者について、新型インフルエンザに罹患する危険性

がそれ以外の患者と大きく異なると考えられる間は、帰国者・接

触者外来において診断を行う。そのため、帰国者・接触者外来を

整備する。

》 帰国者・接触者外来以外の医療機関を新型インフルエンザの患者

が受診する可能性もあるため、地域医師会等の協力を得て、院内

感染対策を講じた上で、診療体制を整備する。

> 帰国者・接触者外来を有する医療機関やその他の医療機関に対

し、症例定義を踏まえ新型インフルエンザの患者又は疑い患者と

判断された場合には、直ちに保健所に連絡するよう要請する。

> 新型インフルエンザの感染が疑われる患者から操取した検体を

地方衛生研究所へ送付しご亜型の検査を行い、確定診断を行う。

【帰国者・接触者相談センターの設置】

・ 都道府県等に対して、以下を要請する。(厚生労働省)

第一汚僣 海外発生翔

【新型インフルエンザの症例定義】
・ 新型インフルエンザの症例定義を明確にし、随時修正を行い、関係

機関に周知する。(厚生労働省)

【発熱相談センターの設置】

都道府県及び市区町村に対して、発熱相談センターを設置するよう

81



発生国からの帰国者やその濃厚接儀者であつて、発熱 `呼吸器症

状等を有する者は、帰国者・接触者相談センター等を通 じて、帰

国者 ,接触者外来を受診するよう周知する。

【医療機関等への情報線供】

・ 新型インフルエンザの診断・治療に資する情報等を、医療機関及び

医療従事者に迅速に提供する。(厚生労働省)

【検査体制の整備】

・ ウイルス株の情報に基づき、日立感染症研究所において、新型イン

フルエンザに対するPCR検査体制を確立する。(厚生労働省)

・ 都道府県等に対し、地方衛生研究所において新型インフルエンザに

対するPCR検査を実施するための技術的支援を行い、検査体制を

速やかに整備するよう要請する。(厚生労働省)

・ 新型インフルエンザ迅速診断キットの実用化を図る。(厚生労働省)

【抗インフルエンザウイルス薬の備警・使用等】

' 国及び都道府県における抗インフルエンザウイルス薬の備蓄量の把

握を行う。(厚生労働省)

・ 都道府県等や医療機関に対し、必要な場合には、備蓄した抗インフル

エンザウイルス薬を活用して、患者の同居者、医療従事者又は救息隊

員等搬送従事者等には、必要に応じて、抗インフルエンザウイルス薬

の予防投与を行うよう要請する。 (厚生労働省)

.引 き続き、抗インフルエンザウイルス薬の適正な流通を指導する。(厚

生労働省)

″―段階 清″発生″
要請する。(厚生労働省)

【抗インフルエンザウイルス薬の備蓄・使用等】
・ 国及び都道府県における抗インフルエンザウイルス薬の備蓄量の把

握を行う。(厚生労働省)

・ 都道府県等や医療機関に対し、抗インフルエンザウイルス薬を適切に

使用するよう要請するとともに、患者の濃厚接触者に対し、抗インフ
‐

ルエンザウイルス薬の予防投与を行うよう要請する。 (厚生労働省)

・ 引き続き、抗インフルェンザウイルス薬の適正な流通を指導する。(厚

生労働省)

蒻 勧

>
>

帰国者・接触者相談センターを設置する。
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海外発繁 ″―晟階 落外発生″

【ワクチンの確保・供給体制】

(プレバンデミックワクチン)

・ 新型インフルエンザ発生後、国家備蓄しているプレバンデミックワ

クチンのうち、発生したウイルスに対して有効性が期待できるもの

について、直ちに原液の製剤化を行うよう、ワクチン製造会社に要

請する。(厚生労働省)

(バンデミックワクチン)

・ 新型インフルエンザウイルス株の特定後、国立感染症研究所に対し

て、直ちにワクチン製造株の開発、作製を行うよう指示する。(厚生

労働省)

・ ワクチンの製造株及び鶏卵等の確保ができ次第、バンデミックワク

チンの生産を開始するよう、ワクチン製造会社に要請する。通常の

インフルエンザワクチンの生産時期に当たる場合には、製造ライン

を直ちに中断して新型インフルエンザワクチンの製造に切り替える

等、生産能力を可能な限り最大限に活用するよう、ワクチン製造会

社に要請する。(厚生労働省)

i 新型インフルエンザウイルスの遺伝子構造の変異等に伴い、新しい

分離ウイルス株の入手状況に応じてワクチン製造用候補株の見直t
を逐次検討し、その結果をワクチン製造会社に指示する。(厚生労働

省)

・ バンデミックワクチンめ承認について、プロトタイプワクチン、プ

レバンデミックワクチンに関するデータを活用して、短期間に適切

に審査・承認を行う。(厚生労働省)           :
・ 国内でのワクチン確保を原則とするが、国際的な状況にも配慮しな

がら、必要に応じて、輸入ワクチンを確保する。確保されたワクチ

【研究開発・製造】

(プレバンデミックワクチン)

新型インフルエンザ発生後、直ちに国家備蓄しているプレバンデミ

ックワクチン原液の製剤化を行うよう、ワクチン製造会社に要請す

る。(厚生労働省)

(バンデミックワクチン)

新型インフルエンザウイルス株の特定後、鶏卵等の確保ができ次第、

パンデミックワクチンの生産を開始するよう、ワクチン製造会社に

要請する。通常のインフルエンザワクチンの生産時期に当たる場合

には、製造ラインを直ちに中断して新型インフルエンザワクチンの

製造に切り替える等、生産能力を可能な限り最大限に活用するよう、

ワクチン製造会社に要請する。(厚生労働省)

新型インフルエンザウイルスの遺伝子構造の変異等に伴い、新しい

分離ウイルス株の入手状況に応じてワクチン製造用候補株の見直し

を逐次検討し、その結果をワクチン製造会社に指示する。(厚年労働

省)



海外発生親

ンについては、円滑に接種の実施主体に供給されるよう調整する。

(厚生労働省)

【接種体制】

(プレバンデミックワクチン)

・ 直ちにプレバンデミックワクチンの接種及びその法的位置づけ等を

決定し、医療従事者及び社会機能の維持に関わる者を対象に、皇回
的な接種を行うことを基本として、本人の同意を得て接種を行う。

(厚生労働省)

: 発生した新型インフルエンザに関する情報、予め整理された接種の

範囲・順位に係る考え方を踏まえ、医療従事者及び社会機能の維持

に関わる者の具体的な範囲及び接種順位を決定する。(厚生労働省、

関係省庁)

(バンデミックワクチン)

. ウイルスの特徴を踏まえ、接種の法的位置づけ等について決定する。

(厚生労働省 )

全国民が速やかに接種できるよう、新型インフルエンザの病原性が

高 く、感染力が強い場合、公費で集団的な接種を行うことを基本と

して、事前に定めた接種体制に基づき、接種の実施主体に具体的な

接種体制の準備を進めるよう要請する。 (厚生労働省 )

プレパンデミックワクチンの有効性が認められない場合、まずバン

デミックワクチンを、医療従事者及び社会機能の維持に関わる者を

対象に、本人の同意を得て先行的に接種する。(厚生労働省、関係省

庄
医療従事者及び社会機能の維持に関わる者以外の者への接種順位に

ついて、予め整理された接種の範囲・順位に係る考え方、重症化し

″―茂麿 カメ発生″

【接種方針】

(プレバンデミックワクチン)

ワクチン製造会社による製剤化が済み次第、直ちにプレバンデミッ

クワクチンの接種を決定し、医療従事者及び社会機能の維持に関わ
る者を対象に、本人の同意を得て接種を行う。(厚生労働省)

(バンデミックワクチン)
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